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子ども食堂から一定距離圏内の小学校に在籍する 
児童の割合について―広島県内の解析

江　原　　　朗

要旨：【背景】子どもの貧困対策や虐待などの早期発見のために地域社会における子どもの見
守りが必要とされ，その拠点として「子ども食堂」が注目されている．その数は年々増加傾
向にあるが，子ども食堂へのアクセスに関しては十分な知見がない．【方法】広島県内の公立
小学校と子ども食堂の緯度経度の資料から，小学校と最寄りの子ども食堂との距離を計算し，
一定距離圏内の小学校に在籍する児童数を特定した．【結果】子ども食堂は広島県内の公立の
小学校区の 11.1％に存在していたが，県内の児童にとって，在籍する小学校と最寄りの子ど
も食堂との距離の中央値は 1km以上～2km未満であった．しかし，この距離は自治体の規模
によって異なり，政令指定都市では 1km以上～2km未満，それ以外の市町では 2km以上～
3km未満であった．【結論】広島県内の公立小学校に在籍する児童の半数は，小学校から 2km

未満の移動で子ども食堂に到達できるが，移動距離の中央値は自治体の人口規模により差が
見られた．
キーワード：子ども食堂，小学校，広島県，地理情報システム

はじめに

　子どもの貧困対策や虐待などの早期発見のた
めに地域社会における子どもの見守りが必要と
され，その拠点として，「子ども食堂」が注目さ
れている1）．子ども食堂とは，子ども 1人でも
参加できるように無料ないしは低額で食事を提
供する活動であり，公民館などを利用して，民
間の有志により自主的・自発的に開催されてい
る2）．こうした活動は医療ではなく，福祉の観
点から議論されることが多い．しかし，2021年
の子どもの死因第 1位は，0～4歳「先天奇形，
変形及び染色体異常」，5～9歳「悪性新生物」，
10～14歳「自殺」である3）．また，自殺・他殺
といった社会的な要因が関与する子どもの死亡
の割合が 10～14歳では 30％を超えている（表

1）3）．したがって，これまでの医学的なアプロー
チだけでは子どもの死を減らすことは難しい．
医療の観点からも，地域における子どもの見守
りに取り組む必要がある．
　2021年末の子ども食堂の数は，全国で6,000

を超えている2）．全国の小学校区の約 2割に子
ども食堂が存在すると報告されている4）もの
の，子ども食堂への子どもたちのアクセスに関
しては十分な知見がない．
　これまで筆者は，コロナ禍における広島県内
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表 1　小児の自殺・他殺による死亡数の割合 
（全国値）2021 年

総死亡数 自殺 他殺 自殺・他殺の割合

0～4歳 1,883 0 13   0.7%
5～9歳 330 0 10   3.0%
10～14歳 441 128 6 30.4%

14 歳以下 2,654 128 29 10.9%

自殺・他殺の死亡数は死因 10位以内で確認できた数を示す．
（厚生労働省：令和 3年人口動態統計より作成）
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の子どもの居住地と最寄りの子ども食堂との距
離を計測し，そのアクセスを解析した5）．そし
て子ども食堂から 1km圏内および 2km圏内に
居住する子どもの割合が，いわゆる第 5波の緊
急事態宣言解除後には 15.5％および 46.4％で
あることを明らかにした．
　しかし，子ども食堂の多くは平日の夕方や土
曜日の昼に開催されることが多く6,7），学校帰り
に子ども食堂に行くことも多いと考えられる．
そこで，広島県内の子どもたちが在籍する学校
と最寄りの子ども食堂の距離を計算し，アクセ
スの客観的な指標を示すことにした．

I．対象と方法

　広島県内の子ども食堂のリストは 2か所から
公開されている6,7）が，今回の解析では，広島県
が全額出資し，かつ，事務局が広島県庁内にあ
る「ひろしまこども夢財団」6）の資料を用いた．
データの引用を2022年4月2日に行った結果，
県内に 61か所の子ども食堂があることが判明
した．
　死亡における自殺・他殺の割合が高い 10～
14歳（表 1）は，小学生と中学生に相当する
が，年齢の低い小学生は長距離の移動は難しい
と思われる．実際，広島県内の公立小中学校の
平均学区面積8,9）を計算すると，小学校（19km2）
のほうが中学校（36km2）よりも学区が狭く設
定されている．さらに，子ども食堂の利用者の
うち，小学生が全体の何割を占めているかにつ
いての統計資料はないものの，筆者が実際に見
学した子ども食堂では，参加していた小学生と
中学生の割合は約 2：1であった．
　そこで，在籍する学校から子ども食堂までの
移動距離の解析は小学生を対象とすることにし
た．なお，小学校には 10～12歳以外の子ども
も通学しているが，各学年の在籍者数に大きな
差異はない9）ため，10～12歳の小学校在籍者数
の県内分布を全学年の小学校在籍者数の分布で
代用することにした．

　小学校の名称，所在地，児童数は，広島県教
育委員会のホームページ9,10）から引用した．
2022年 3月 29日現在，公立 459校，国立 3

校，私立 9校が存在し，公立 8校が休校中（人
口減少などにより児童の受け入れを中止）で
あった9）．なお，国立，私立の小学校は具体的
な学区がなく，私立小学校は各校の在籍者数の
資料が公開されていないことから，今回の解析
では 451（執筆時）の公立小学校およびその学
区を解析対象とした．また，広島県内には義務
教育学校（小中一貫校）が 5校あるが，今回の
解析では除外した．
　東京大学空間情報科学研究センターの地理情
報サービス11）を用いて，子ども食堂の所在地，
公立小学校の所在地を緯度経度に変換した．緯
度および経度の差から南北と東西の距離を求
め，三平方の定理により直線距離を求めた12）（図
1）．なお，ヒュベニの公式12）では，東西の距離
は 2点の北緯の平均のコサイン値を用いて計算
するが，今回の解析では小学校と子ども食堂の
北緯の差はごくわずかであることから，便宜的
に小学校の北緯のコサイン値を用いて計算し
た．小学校 451か所と子ども食堂 61か所との
距離を計算（451×61＝2万 7,511回）し，各
小学校と子ども食堂との最短距離を最寄りの子
ども食堂までの距離とした．なお，実際の計算

図 1　緯度経度の差による直線距離の計算方法

小学校 東西の距離

子ども食堂

南
北
の
距
離

直線距離

南北の距離：緯度 1度＝111.3km
東西の距離：経度 1度＝111.3km×cos（小学校の北緯）

直線距離＝ （南北の距離の2乗）＋（東西の距離の2乗）
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には Python3を用いた．
　小学校から最寄りの子ども食堂までの距離を
0（mないしは km）から 500m未満，1km未
満，2km未満，3km未満，4km未満，4km以
上に分類し，広島県内の公立小学校の全在籍児
童数に対する各距離圏の小学校の在籍児童数の
割合を求めた．さらに，政令指定都市（広島
市），中核市（福山市・呉市：人口 20万人以
上）13），その他の小規模な市（11市），郡部（9

町）に自治体を人口規模で区分し，各距離圏の
小学校に在籍する児童数の割合を求めた．
　本研究は個人情報は扱っていないが，「広島国
際大学人を対象とする生命科学・医学系研究倫
理委員会」に諮問し，倫理審査が不要との判断
を受けた（倫 21-024，2021年 11月 21日，
2022年 6月 15日）．

II．結　果

　表 2に広島県内の公立小学校区における子ど
も食堂の有無を示す．61か所の子ども食堂が
50の小学校区に存在し，県全域の小学校区の
11.1％に子ども食堂が存在した．また，自治体
区分ごとに見ると，政令指定都市では 19.1％，
中核市では 6.4％，その他の小規模な市では
9.3％，郡部（町）では 2.5％の小学校区に子ど
も食堂が存在した．
　県全域で見た，最寄りの子ども食堂から一定
の距離圏にある小学校に在籍する児童の割合
は，0～500m未満，0～1km未満，0～2km未
満でそれぞれ 12.8％，28.1％，52.2％であった
（表3）．県内の児童にとって，在籍する小学校と
最寄りの子ども食堂との距離は中央値で 1km

以上～2km未満となる．しかし，この距離は自
治体の規模によって異なり，政令指定都市では
1km以上～2km未満，それ以外の市町では
2km以上～3km未満であった．

III．考　察

　前回の研究で，筆者は新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）第 5波の緊急事態宣言解除
後，最寄りの子ども食堂から 1km圏内および
2km圏内に居住する広島県内の子どもの割合
は 15.5％および 46.4％であったと報告した5）．
しかし，子ども食堂の開催時刻が平日の夕方や
土曜日の昼であること6,7）を考えると，子どもた
ちが自宅からではなく，学校帰りに子ども食堂
に向かうことを考慮しなければならないため，
今回の研究では小学校と最寄りの子ども食堂と
の距離を計算した．
　もちろん，歩行や自転車での道路距離ではな
く，直線距離を用いた解析であり，正確性の点
で問題がないわけではない．しかし，全国の 20

万人以上の主要都市における 2地点間の（道路
距離/直線距離）の比率は，平均で 1.30倍（最
小 1.13倍～最大 1.92倍）であるとの報告もあ
り14），直線距離でアクセスを推定しても結論を
誤る危険性は低いと考えられる．
　子ども食堂がある小学校区の割合は低かった
が，広島県内の公立小学校に在籍する児童の半
数は，小学校から 2km未満の移動で子ども食
堂に到達できることが判明した．この理由とし
て，児童数が多い小学校区において子ども食堂
が開催される割合が高いことが考えられる（表
2）．
　一方，残りの半数の児童は子ども食堂への地

表 2　�広島県内の公立小学校区における子ども食堂
の有無

自治体 公立 
小学校の 
学区数

子ども食堂が
ある小学校区

区分 数 数 割合

政令指定都市   1 
（広島市）

141 27 19.1%

中核市   2 
（福山市・呉市）

109   7 6.4%

その他の 
小規模な市

11 161 15 9.3%

郡部（町）   9   40   1 2.5%

県全域 23 451 50 11.1%
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理的なアクセスが容易ではないことがうかがえ
る．特に，大都市以外ではその傾向が強いよう
に思われる．大都市以外では子ども食堂が開催
される小学校区の割合が低く（表2），会場から
遠い地区ではアクセスが確保されないためであ
ると考えられる．
　2020年度に広島県内の児童相談所へ寄せら
れた児童虐待等の相談事例の約 6割は，広島市
以外に住んでいる子どもに関するものであ
る15）．見守りの必要性のある子どもは，貧困や
虐待といった環境下にあるとは限らないが，地
方においても見守りが必要であることは明らか
である．子ども食堂の資料6）を入手した 2022年
4月 2日には，COVID-19による緊急事態宣言
やまん延防止等重点措置の発令はなされていな
いが，依然として広島県内でも COVID-19の新
規感染者は報告されており16），子ども食堂の開
催に影響を与えていた可能性は否定できない．
したがって，COVID-19の流行が終息すれば，
子ども食堂へのアクセスが容易でない児童の割
合は低下すると思われるが，子ども食堂まで遠
い地域の児童に対しては，在籍する小学校で子
ども食堂を開催することや，地域を定期的に巡
回する移動子ども食堂を開催することを検討し
てよいかもしれない．
　こうした子ども食堂の活動に，医療はどう関
与すべきであろうか．医療機関が子ども食堂を
開催することも考えられるが，そればかりでは

ない．子ども食堂の開催には保健所からの営業
許可は不要であり，開催者が食中毒対策や食物
アレルギーの知識を十分に持ち合わせていない
可能性もある．こうした点について，学校医な
どが中心となり，子ども食堂の開催者に医学的
な知識を伝えることも側面支援につながる．
　なお，子ども食堂の定義が確定しておらず，
保健所による開設許可も不要であるため，行政
が利用に関する公的な統計を有していない．し
たがって，利用実態から子ども食堂の在り方を
議論することは難しい．一方，広島県が全額出
資した「ひろしまこども夢財団」が補助金を支
出した子ども食堂における延べ利用者数は
8,657人であった（2021年現在，財団提供資
料）．この値を広島県内の 14歳以下人口17）で割
り，1人当たりの利用回数を計算すると 0.025

回/人にすぎなかった．利用する児童の割合はま
だ低く，今後子ども食堂の役割を充実させるに
は，開催地と開催回数を増やすこと，利用者数
の増加が必要となるだろう．
　児童の健全な育成を目指すには，家庭，学校，
行政および地域社会が連携して，子どもたちを
見守ることが欠かせない．そのためには，定量
的な社会資源の解析を行い，根拠に基づいた制
度設計が不可欠である．本研究による子ども食
堂へのアクセスの解析がこうした社会資源の客
観化に役立つことができれば幸いである．

表 3　最寄りの子ども食堂から一定の距離圏にある公立小学校在籍児童数の
割合

距離圏
在籍児童の割合

政令指定都市 中核市 その他の小規模な市 郡部（町） 県全域

0～500m未満 20.2%   7.7%   5.4%   8.6% 12.8%
0～1km未満 42.2% 17.5% 15.7% 17.9% 28.1%
0～2km未満 68.6% 35.2% 39.2% 53.8% 52.2%
0～3km未満 81.4% 53.5% 51.9% 57.7% 65.8%
0～4km未満 89.4% 65.3% 68.7% 64.2% 76.8%

下線は中央値を表す．
割合を求める際の分母は広島県内の公立小学校の全在籍児童数である．
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